
他都市の事例（本市聞き取り調査より）

都市名 実施主体 現状と来年度の方向性

1福岡市 ・民間運営事業者

・R5は、民間事業者に人材確保、指導者派遣、研修、保険などすべて委託し学校単位で実施する方向で検討
・2校4種目を対象に1回3時間程度で年間80回の実施をめざす
・指導者不足に対して教員の兼職兼業も検討中
・一斉実施に至るまでは保護者負担は難しいが、最終的には受益者負担をめざす

2横浜市 ・民間スポーツクラブ
・R3より、スポーツ庁モデル研究 3校で民間スポーツクラブに委託（①女バレ・男バス・サッカー・男女バド、
②男女バド、③女硬式テニス）しており、R5も継続予定
・受益者負担も考慮に入れての予算措置を検討

3京都市 ・民間スポーツクラブ
・R3より、スポーツ庁モデル研究 R3は1校2種目（男バス・卓球）で教員の兼職兼業を実施、R4は2校4種目を民
間スポーツクラブに委託しており、R5も継続予定
・国の補助金の範囲内で、スポーツ協会など運営団体の拡大を検討

4新潟市
・民間スポーツ団体
・保護者母体のクラブ

・R3は1校（サッカー）「新潟北サッカーコミュニティ―」、R4は1校・民間スポーツクラブ・保護者母体のクラ
ブでモデル実施、R5は未定
・スポーツ安全保険についてR3は国の補助金を活用、R4はスポーツ安全保険費を徴収

5静岡市
・スポーツ団体
・兼職兼業の教員

R4は、吹奏楽をモデル実施。平日は各校、休日は拠点校に集まり練習している
・拠点校方式で43校を16分割し、1拠点あたり4種目を対象に実施予定。サッカー協会、野球協会に対して人材派
遣を相談中、民間事業者への運営委託をめざす

6名古屋市
・外部人材
（部活動指導員）

・R3から1校で外部人材のモデル研究。
・拠点校を決め、土日を学校から完全に切り離し場所のみを提供する。ただし、大会や練習試合などとの兼ね合
いが課題。
※現在、小学校の部活動を完全委託。参加費は市で負担、保険料のみ受益者負担。
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欧米の民間クラブ、学校部活動の事例（経済産業省 提言資料より）32



市場調査（マーケットリサーチ）

 民間の事業者へモデル事業を委託した場合のコスト試算

≪前提条件≫
・9月から半年間、年間10回程度（2拠点の場合は年間5回程度）の活動頻度で1種目当たり2名で8種目実施
・生徒及び指導者の募集、指導者の研修、説明会の開催等の費用を運営管理費用と算定

Ａ社 Ａ社

時給単価 小計 時給単価 小計

指導者人件費 1,600 512,000 2,500 600,000

交通費 500 40,000 1,500 150,000

責任者人件費 2,500 300,000 3,000 180,000

傷害保険料 350,000 269,800

運営管理費用 240,400 605,000

消費税 144,240 180,480

合計 1,586,640 1,985,280
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部活動改革を進めるにあたって 補遺

 部活動に期待されてきたこと

・部活動は、教育活動の一環として、スポーツや文化科学等に親しませ，学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等、学

校教育が目指す資質・能力の育成に資するものである。

・学校における異年齢との交流の中で、生徒同士や教師と生徒等の人間関係の構築を図ったり、生徒自身が活動を通し

て自己肯定感を高めたりするなどの教育的意義だけでなく、参加生徒の状況把握や意欲向上、問題行動の発生抑制な

ど、学校運営上も意義があった。さらに、生徒や保護者から学校への信頼感を高めることや、学校の一体感や愛校心の

醸成にも大きく貢献してきた。（参考：学習指導要領、スポーツ庁 運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン）

 部活動の肥大化

・長年の経過の中で、部活動で密接で濃厚な人間関係を経験した教員と生徒は、更なる高みをめざして向上していくこ

とを共通の目標に掲げ、学校教育で求められている範囲を超えていくことが見られた。また1980年代の「学校の荒れ」

を契機に、生徒指導の側面から、生徒の規範意識や道徳観の育成に活用されることもあった。さらに競技スポーツとし

て大会が組織化されていく中で、部活動は、教育活動の重要な要素として当初期待されていたことを大きく上回る存在

となる。その結果、部活動は教員の生活指導の場とともに、競技を通じた生徒の人間形成・自己実現の場へと変化して

いく。学校・地域・保護者より、部活動を熱心に指導する教員が求められ、現在の部活動像が共通認識されてきた。

・その一方で、部活動の指導をめぐる問題が顕在化し、教員の負担軽減等の働き方改革、少子化に向けた部活動自体の

持続可能性など、様々な角度から現行の部活動に対して課題提起されている。

１ 部活動のたどってきた経過
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部活動改革を進めるにあたって 補遺

 スポーツのもつ価値

・スポーツは、身体を動かすという本源的な欲求に基づき、爽快感、達成感、他者との連帯感等の精神的充足や楽しさ、

喜びを感じることを本質とする。さらに、体力の向上やストレスの発散など心身の両面にわたる健康の保持増進と同時

に、人間の可能性の極限を追求する営みでもある。

・スポーツは、青少年の健全育成、地域コミュニティの醸成、経済発展への寄与、国際友好・親善への貢献など社会的な

意義も有する。

 スポーツの多様な可能性

現代においては、性別や年齢、障がいの有無にかかわらず国民一人一人が自らスポーツを「行う」ことのほかに、「みて

楽しむ」ことやスポーツを「支援する」ことなど、スポーツへの多様なかかわりを通じて、生涯にわたる豊かなスポーツラ

イフを実現していくことができる。（参考：第3期スポーツ基本計画（Ｒ4.3.25文部科学大臣決定）

２ 現代におけるスポーツの意義

改革は待ったなしの状況であり、学校の働き方改革と併せて、こうしたスポーツ本来の
意義を改めて全ての関係者が再認識し、子どもにとって望ましいスポーツ環境を模索す
べきときに来ている。これまで部活動が学校をはじめ社会全体に大きく根を張ってきた
ことも認識しつつ、生徒をはじめ保護者、教員、市民に対して十分に理解を求めながら
進めていく必要がある。
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